
目標

基本施策の指標 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 出所

Ⅰ ◎県・市町の審議会における女性委員の
登用率 22.3% 21.5% 22.6% 23.8% 25.0% 生活・文化部男女共同参画・ＮＰ

Ｏ室調べ

目標

施策の方向の目標項目 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 出所

◎県の審議会等のうち男女のバランスがと
れた構成の審議会等の割合 49.4% 56.3% 51.7% 56.6% 57.3% 生活・文化部男女共同参画・ＮＰ

Ｏ室調べ

室長以上の女性職員数（知事部局） 34人
(2007.4.1)

35人
(2008.4.1)

31人
(2009.4.1)

36人
(2010.4.1)

50人
(2011.4.1)

総務部人材政策室調べ

123 Ⅰ ◎男女共同参画を推進するための基本計
画等を策定している市町の割合 58.6% 65.5% 65.5% 69.0% 75.0% 生活・文化部男女共同参画・ＮＰ

Ｏ室調べ

企業表彰数（累計） 15 20 24 30 26
生活・文化部勤労・雇用支援室
調べ

◎チャレンジサポーターの活動件数 463件 1,144件 1,084件 1,080件 生活・文化部男女共同参画・ＮＰ
Ｏ室調べ

◎環境教育参加者数 20,508人 20,599人 21,873人 25,150人 22,500人 環境森林部地球温暖化対策室
調べ

◎県が実施するチャレンジ支援事業により
支援した人数 2,663人 3,389人 3,474人 2,700人

生活・文化部男女共同参画・ＮＰ
Ｏ室調べ

目標

基本施策の指標 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 出所

Ⅱ ◎男女共同参画センター主催事業への参
加者数 10,269人 11,841人 13,621人 14,802人 （毎年）

10,000人以上
生活・文化部男女共同参画・ＮＰ
Ｏ室調べ
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目標

施策の方向の目標項目 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 出所

◎男女共同参画センター主催事業への参
加者数

10,269人 11,841人 13,621人 14,802人 （毎年）
10,000人以上

生活・文化部男女共同参画・ＮＰ
Ｏ室調べ

男女共同参画フォーラム（ホールイベント）
での男性参加率

40.0% 42.0% 41.0% 34.0% （毎年）
30%以上

生活・文化部男女共同参画・ＮＰ
Ｏ室調べ

男女共同参画に関する校内研修を実施し
た学校の割合 63.9% 63.6% 74.3% 77.0% 80.0%

教育委員会事務局小中学校教
育室調べ

Ⅱ
教科等に男女共同参画の視点を位置づけ
た学校の割合 88.1% 88.2% 92.2% 94.0% 95.0%

教育委員会事務局小中学校教
育室調べ

男女共同参画センター「フレンテみえ」の
ホームページへのアクセス件数 26.309件 53,686件 31,095件 32,201件 （毎年）

24.000件以上
生活・文化部男女共同参画・ＮＰ
Ｏ室調べ

124 「三重の労働」発行回数（累計） 7回 14回 21回 28回 31回 生活・文化部勤労・雇用支援室
調べ

メディアへの情報提供数 28件 28件 27件 26件 （毎年）
24件以上

生活・文化部男女共同参画・ＮＰ
Ｏ室調べ

◎（財）三重県国際交流財団および市町国
際交流協会の会員数

2,706人・団体 2,755人・団体 2,763人・団体 2,330人・団体 2,850人・団体 生活・文化部国際室調べ

目標

基本施策の指標 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 出所

Ⅲ－
Ⅰ

◎男女格差の是正に取り組んでいる企業
の割合 18.3% 22.0% 18.2% 22.7% 37.2% 生活・文化部勤労・雇用支援室「三

重県内事業所賃金等実態調査」

目標

施策の方向の目標項目 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 出所

Ⅲ－
Ⅰ 事業者向け研修会等への参加者数 343人 322人 329人 300人 370人

生活・文化部勤労・雇用支援室
調べ
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管理職に占める女性の割合（役員を除く） 5.1% 4.4% 4.0％ 7.0% 10.0% 生活・文化部勤労・雇用支援室「三
重県内事業所賃金等実態調査」

Ⅲ－
Ⅰ

◎県が実施または支援する職業訓練への
参加者数

2,433人 2,350人 2,441人 2,797人 3,000人
(2,650人)

生活・文化部勤労・雇用支援室
調べ

柔軟な就業形態を導入している事業所の
割合

32.0% 23.1% 24.6% 30.6% 38% 生活・文化部勤労・雇用支援室「三
重県内事業所賃金等実態調査」

◎中小企業の一般事業主行動計画の策
定・届出数

43事業所 102事業所 182業所 217事業所 150事業所 三重県労働局雇用均等室調べ

目標

基本施策の指標 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 出所

Ⅲ－
Ⅱ ◎１農業委員会あたりの女性農業委員数

1.58人
（46人/29市

町）

1.69人
（49人/29市

町）

1.76人
（51人/29市

町）

1.79人
（52人/29市

町）
2人以上 農水商工部農業経営室調べ

  

目標

施策の方向の目標項目 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度
2010年度 出所

◎１農業委員会あたりの女性農業委員数
1.58人

（46人/29市
町）

1.69人
（49人/29市

町）

1.76人
（51人/29市

町）

1.79人
（52人/29市

町）
2人以上 農水商工部農業経営室調べ

Ⅲ－
Ⅱ 農村・漁村女性アドバイザー数 181人 177人 185人 188人 200人 農水商工部農業経営室・水産経

営室調べ

家族経営協定締結農家数 179 200 226 273 530 農水商工部農業経営室調べ

女性起業数（年間販売金額1,000万円以
上） 11経営体 12経営体 15経営体 17経営体 20経営体 農水商工部農業経営室調べ

目標

基本施策の指標 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 出所

Ⅲ－
Ⅲ

自治会長の女性割合 2.0％ 2.3% 2.4% 2.2% 生活・文化部男女共同参画・ＮＰ
Ｏ室調べ
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目標

施策の方向の目標項目 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 出所

◎就労環境整備のための県の取組に参加
している事業所数 190事業所 238事業所 291事業所 329事業所 390事業所 生活・文化部勤労・雇用支援室

調べ

Ⅲ－
Ⅲ

◎特別保育実施箇所数 230ヶ所 256ヶ所 270ヶ所 230ヶ所 346ヶ所 健康福祉部こども家庭室調べ

◎在宅介護サービス利用率 57.7% 59.2% 58.3％ 61.5% 60.0% 健康福祉部長寿社会室調べ

三重県総合防災訓練への女性参加率 12.0% ー 13.0％ 18.1% 25.0% 防災危機管理部防災対策室調
べ

◎地域づくり情報の提供数（累計）  34回 84回 122回 160回 政策部地域づくり支援室調べ

目標

基本施策の指標 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 出所

Ⅳー
Ⅰ

◎健康づくり推進事業者数 425事業者 501事業者 571事業者 612事業者 659事業者
(576事業者)

健康福祉部健康づくり室調べ

目標

施策の方向の目標項目 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 出所

◎リスナー（心の健康づくりをサポートでき
る人）指導者養成数（累計） 124人 168人 200人 223人

205人 ※
(200人) 健康福祉部健康づくり室調べ

Ⅳー
Ⅰ

◎三重県不妊専門相談センターへの相談
件数

147件 158件 134件 146件 170件
(165件)

健康福祉部こども家庭室調べ

◎商業施設等でバリアフリー化された施設
数（累計）

1295施設 1,505施設 1,717施設 1,855施設 2,075施設 健康福祉部健康福祉総務室調
べ

◎相談支援センターへの登録者数 2,560人 3,413人 4,279人 5,844人 5.573人
(3.370人) 健康福祉部障害福祉室調べ
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目標

基本施策の指標 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 出所

Ⅳー
Ⅱ

◎「三重県ＤＶ防止及び被害者保護・支援
基本計画」項目着手率

74.0% 96.0% 96.0% 96.0% 100% 健康福祉部こども家庭室調べ

目標

施策の方向の目標項目 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 出所

配偶者からの暴力防止等連絡会議の開催
回数（県ＤＶ防止会議） 年１回 年１回 年１回 年１回 年１回以上 健康福祉部こども家庭室調べ

Ⅳー
Ⅱ

◎「三重県ＤＶ防止及び被害者保護・支援
基本計画」項目着手率

74.0% 96.0% 96.0% 96.0% 100% 健康福祉部こども家庭室調べ

セクシュアル・ハラスメント対策に取り組ん
でいる企業の割合

54.9% 52.4% 57.2% 58.9% 60.0% 生活・文化部勤労・雇用支援室「三
重県内事業所賃金等実態調査」

127 ◎青少年健全育成協力店数 1,354店舗 1,450店舗 1,550店舗 1,653店舗 1,700店舗 健康福祉部こども未来室調べ

◎県民しあわせプラン第二次戦略計画における目標項目
※リスナー（心の健康づくりをサポートできる人）指導者養成数については、2009年度で養成事業が終了となったため、2009年度の目標値を記載。
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